
令和８年度の申請では以下の点に注意が必要です。よく確認をして

いただき、書類の取得などをお願いいたします。

１ 提出は 対象者のみ ！

・「親権者の所得割額の合計が182,500円未満（世帯年収がおよそ490万円程

度）」の世帯 または 生活保護受給世帯 が対象です。

・就学支援金（授業料支援制度）とは異なる制度です。給付金を申請しなくても

就学支援金への影響はありません。

・新入生への一部給付を受けた方も、７～３月分の支給を受けるには申請が必要

２ 提出書類は「全項目記載」の所得課税証明書

・「非課税証明書」や＊（アスタリスク）で記載が隠れているものは受付できま

せん。取得する際はお気を付けください。

・役所が「非課税証明書」を出してきた場合でも、必ず「全項目記載の所得課税

証明書」を出すよう依頼をお願いします。（本用紙を窓口へご提示ください）

・生活保護受給世帯の方は提出不要です。（別途証明書類の提出あり）

３ 住民票ではなく「戸籍抄本 または 謄本」です

・国籍や親権者の確認のため必要になります。住民票を提出しても受付できません

４ 申請者と異なる名義の口座に振り込む場合は

別途「依頼書」の提出 が必要です

・提出がなかった場合、確認のため決定後の支払いが遅れる場合があります



【参考】「県民税及び市町村民税所得割額の確認方法」について

下記の箇所を参考にしていますので、各自でご確認ください。

★「全項目記載」で

取得してください。
⇒「非課税証明書」や

 「＊」で記載されたもの
は受付できません

① 年度を確認

最新のものを使用します。
（令和７年度以前のものは
使用できません。）

② 課税額を確認

親権者等全員（父母等）の
「市民税」と「県民税」の

「所得割額」の合計が
「182,500円」未満
の世帯が対象になります。

※左記は参考です。内容等は
各市町村により異なります。

※失業などの理由で 182,500円未満相当 や 非課税世帯相当 になった場合、補助の対象となることがあります。
事務担当までご相談ください。

８

①
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